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知の市場 
－理念と実践－ 

（2013年度版） 
 

第4回年次大会 
2013年2月7日 

 
知の市場会長 

増田優 
 

於：お茶の水女子大学 

2 

Ⅰ．理念と運営 

3 3 3 3 

知の市場 
－化学生物総合管理の再教育講座の発展的継承－ 

現場基点

社学連携

互学互教

知の市場
Free Market of･by･for

Wisdom

化学･生物総合管理の
再教育講座

自立的で解放的な協力関係を形成しながら 

人々が自己研鑽と自己実現のために 

立場を越えて自ら活動する場 

(Voluntary Open Network Multiversity)  

発展的に継承 
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知の市場 
 

Free Market of・by・for 

Wisdom 

知恵を持ち寄り 
互いの知恵を活かし合う場 

知識の切り売りを排除し、
対面教育を重視 
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現場基点 

互学互教     社学連携 

実社会に根ざした知の世界の構築 
6 

知識体系の再構築 

供給（学・産・宗）側の知識体系 
から 

需要（社会・人々）側の知識体系 
へ 

百科全書 
1751年から1772年まで20年以上かけて 
フランスで完成した大規模な百科事典。 

使い勝手の良い知識体系 実際の社会に根ざした 
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知の市場 
 －全関係者－ 

１．受講者  ２．講師  ３．開講機関                    
４．連携機関   ５．協議会  ６．評価委員会   

７．連携学会  ８．協力者・協力機関  ９．友の会 
１０．学生実行委員   １１．事務局 

自律的な判断により自立的に役割を実践 

理念と基本方針を共有して協働 
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自立的で開放的な協力関係を形成しながら 

立場を越えて自ら活動する場 

Voluntary Open Network Multiversity 

ボランティアを基礎におく 
信頼協力関係 
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１．総合的かつ実践的な学習機会の提供 
 

 

 

２．充分な情報提供と受講者の自己責任による自由な科目選択 
 

 

 

３．広範な分野の多様な社会人を対象 
 
 

 

４．大学・大学院に準拠した厳しい成績評価と受講修了証の発行 
 

 

 

５．大学・大学院の履修科目としての活用 
 
 

 

 

６．連携・協力関係の深化と教育における新たな活動 

総合的な学習機会を提供するとともに実践的な学習機会を提供する。このため、社会の広範
な領域で活動を展開する機関が協力し、実社会で実践してきた多彩な講師によって開講する。 

科目、講師など開講に関する情報を充分に提供し、受講者が自己責任により自由に受講科目
を選択することを基本とする。このため科目の内容や開講の実績などを事前に公開する。 

学生・院生を含む広範な分野の多様な社会人の受講を想定し、強い学習動機と積極的な参加
意思を有する者を受講者とすることを基本とする。 

大学・大学院に準拠した厳しい成績評価を行うことを原則とし、所定の成績を修めた受講者に
は受講修了証を発行する。 

運営の基本方針   

諸々の大学・大学院が開講する科目を学生・院生の履修科目として位置づけ単位取得の対象
とすることを奨励するとともに、社会人の修士号、博士号の取得に活用することを推奨する。 
また、社会人に対して学校教育法に基づく履修証明書を発行することを勧奨する。 

開講機関や連携機関などが「知の市場」の活動を通して醸成した信頼関係をもとに、若い力を
積極的に糾合しながら連携･協力関係を深化させ、教育において新たな活動を試みることを推
奨し、支援する 

1. 知の市場の理念・基本方針の公開 

2. 諸規定の充実と公開 

3. 運営体制の簡素化・効率化と協働関係の強化 

4. マニュアルや受講修了証などの諸様式の標準化 

5. 「知の市場」のロゴマークの統一 

6. 共通受講システムの導入 

7. 参画機関のＨＰの整備と相互リンク 

8. 学生・院生の若い力を積極的に活用 
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連携強化の方策 

ルールの統一と手段の標準化による連携強化 

 

知の市場－理念と運営－ 
 

応募及び受講の条件に関する規定 
 

応募方法に関する規定 
 

受講にあたっての留意点に関する細則 
 

成績評価と受講修了証等の発行に関する規定 
 

奨励賞の授与に関する規定 
 

受講者及び講師のアンケートに関する規定 
 

連絡方法に関する規定 
 

知の市場 友の会規約 
11 11 11 11 

講座運営用資料一覧 （規定） 

ル
ー
ル
の
明
確
化
を
公
開 
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講座運営用資料一覧 （要領） 

 

教材資料の作成と知的財産権の扱いに関する要領 
 

講義の準備と進め方に関する細則 
 

受講修了証の作成及び発行の手順に関する要領 
 

資料と情報の保管及び資料の電子化とファイル名に関する要領 
 

知の市場奨励賞の授与の決定手順及び選考基準に関する要領 
 

ID及びパスワードの設定と管理に関する要領 
 

標準的な業務と年間スケジュールに関する要領 
 

科目・開催地・開講機関の分類と表示に関する要領 
 

広報に関する要領 
 

ホームページの開設と共通受講システムの導入に関する要領 
 

開講科目と開講機関の決定手順とスケジュールに関する要領 
 

年次大会の開催に関する要領 

手
段
や
様
式
の
統
一
と
共
有
化 
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１．総合的な学習機会の提供 

 

２．実践的な学習機会の提供 

３．充分な情報提供と受講者の自己責任による自由な科目選択 

 

４．大学・大学院に準拠した厳しい成績評価 

社会においてそれぞれの立場で役割を果たす人材の育成に資するため、現代の社
会と世界の動向を理解するために必要な広範な領域を学ぶ機会を提供 

専門機関・実務機関、産業界、ＮＰＯ・ＮＧＯ、大学との連携により、実務経験を豊富
に有する者が講師として参画し、実社会に根ざした学ぶ機会を提供 

受講者の的確な科目選択に資するため、科目を分野別、水準別に分類して明示し、
講義内容や講師などの情報、講座の計画と実績に関する情報など詳細な情報を提
供したうえで、受講者自身が自らの必要に応じて自らの判断と責任で科目を選択   

応募動機の確認から始まり、講義毎に出席を確認し15回小レポートを提出。最終レ

ポートを提出。大学・大学院に準拠した基準に従い、出席状況と最終レポートを評価
して所定の基準を満たした受講者に対しては科目毎に受講修了証を交付 

教育の基本方針  

大学院水準のしっかりとした教育 
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多様な 
社会の 
要請 

環境部門 

安全部門 

 

専門機関 
研究機関 

 

市民 
消費者 

企画部門
経営者 公務 教職 学生・院生 

総合的な学習機会の提供 
－多様な社会人の幅広い要請に応える場－ 

それぞれの立場 それぞれの必要性 

食
・農
、
医
農
薬 

鉱
工
業
製
品 

環
境 

地
域
・国
際
・芸
術
技
芸 

教
育
人
材
育
成 

金
融･

知
財 
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大学 
早稲田大学 規範科学総合研究所 

名古屋市立大学 学びなおし支援センター 
名古屋市立大学健康科学講座オープンカレッジ 

福山大学 社会連携研究推進センター 
お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ  (増田研究室) 

東京工業大学  社会人教育院 
産業医科大学 産業保健学部  環境マネジメント学科 

東北大学 未来科学技術共同研究センター 
明治大学 大学院理工学研究科 新領域創造専攻 

明治大学 安全学研究所 ・明治大学 リバティアカデミー 
明治薬科大学 

放送大学東京文京学習センター 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究所 
早稲田大学大学院東京農工大学大学院 

共同先進健康科学専攻 
早稲田大学大学院東京女子医科大学大学院 

共同先端生命医科学専攻 
早稲田大学理工学術院先進理工学部・大学院先進理工学研究科 

東京工業大学 工学部高分子工学科 
東京工業大学大学院理工学研究科化学工学専攻 

お茶の水女子大学・大学院人間文化創成科学研究科 
福山大学大学院工学研究科生命工学専攻 

関西大学社会安全学部 
早稲田綜研インターナショナル 

知の市場 
知の市場事務局 
学生実行委員会 

 

実践的な学習機会の提供 
～多様な機関との連携による多彩な協力関係の構築～ 

民間専門機関 
労働科学研究所 

食品薬品安全センター 
動物臨床医学研究所 
セルフケア総合研究所          

主婦連合会 
関西消費者連合会 
日本獣医師会 

日本リスクマネージャネットワーク 
放射線安全フォーラム 

凛穂会 
サイエンスコミュニケーション協会 

 
 

NPO/NGO 

国立感染症研究所 
製品評価技術基盤機構  
物質・材料研究機構 
農業生物資源研究所 

国際協力機構兵庫国際センター 
放射線医学総合研究所 

新エネルギー・産業技術総合開発機構    
      

国立専門機関 

個人 

学会 
化学生物総合管理学会 
社会技術革新学会 

日本化学会 
日本毒性病理学会 

ブレインサイエンス研究会 
日本環境動物昆虫学会 

2009～2012実績 

公共団体 
狭山市 

狭山市教育委員会 

産業界 
住友化学 

化学工学会SCE・Net  
ナノテクノロジービジネス協議会 

狭山商工会議所 
川越狭山工業会 
武田薬品工業 

ネオテクノロジー 
三菱UFJトラストビジネス 

三菱UFJ信託銀行 
日高東亜国際特許事務所 

三洋化成工業  
UL University(UL Japan) 

関東化学 
アダムジャパン 

プロメテ国際特許事務所 
日本リファイン 

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン 
三井不動産 

石油化学工業協会 
ブルーアース 

 

2013年度予定 
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新規参画機関 
－2013年度 共催・関連講座－ 

【専門機関・非営利団体】 

１．第二東京弁護士会環境法研究会       （東京都） 

２．石油化学工業協会                （東京都） 

３．プロメテ国際特許事務所                （東京都） 

４．くらしとバイオプラザ２１              （東京都） 

 

【産業関連】 

１．三井不動産                     （東京都） 

２．クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン  （東京都） 

３．資生堂リサーチセンター              （横浜市）       

              

7機関 
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【大学・専門機関・非営利団体】 

１．関西大学 社会安全学部             （大阪府） 

２．ダイバーシティ教育研究会             （東京都） 

３．日本サイエンスコミュニケーション協会    （東京都） 

４．凛穂会                         （京都市） 

 

【産業関連】 

１．日本リファイン                   （東京都） 

２．関東化学                      （東京都） 

３．YKK                           （東京都） 

４．アダムジャパン                    （狭山市）          

新規参画機関 
－2012年度 共催・関連講座－ 

８機関 
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新規の参画機関 
－2011年度－ 

   １．武田薬品工業       （東京都） 

   ２．三菱ＵＦＪトラストビジネス       （東京都）      

   ３．三洋化成工業       （東京都）       

   ４．ネオテクノロジー       （東京都） 

   ５．日高特許事務所       （東京都） 

 ６．UL Japan       （東京都） 

 ７．製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター 主婦連合会  （東京都） 

 ８．狭山商工会議所 （１１企業）       （狭山市） 

 ９．放射線医学総合研究所       （千葉市）  

 １０．長崎大学大学院医師薬学総合研究科       （長崎市）  
                       

１０機関 
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1科目 

開講拠点の連携（例１） 
－２０１３年度共催・関連講座ー 

1．開講拠点間の科目の移動  

    三井不動産 
お茶の水女子大学LWWC 

お茶の水女子大学LWWC 
増田研究室 

２科目 

日本リファイン UL Japan 

狭山商工会議所 
狭山市 

日本リファイン 

狭山商工会議所 
狭山市 

アダムジャパン 

1科目 

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・
ジャパン 

1科目 

1科目 2．開講地域の移動  
大阪 東京 

関東化学 
お茶の水女子大学LWWC 

狭山商工会議所 
狭山市 

早稲田大学規範科学総合研究所 
早稲田総研インターナショナル 

関連講座へ移行 
早稲田大学規範科学総合研究所 

1科目 

1科目 

1科目 
お茶の水女子大学

LWWC 
増田研究室 

（２０１２年度） 

開講拠点の連携（例１） 
－２０１2年度共催・関連講座ー 

1．開講拠点間の科目の移動・多重化  

    国立感染症研究所 
早稲田大学規範科学総合研究所 

2科目 

UL Japan 

早稲田大学規範科学総研 

1科目 
お茶の水女子大学LWWC 

増田研究室 

日本リスクマネジャネットワーク 
早稲田大学規範科学総研 

1科目 

2科目 

1科目 

1科目 

1科目 

1科目 

日本リスクマネジャネットワーク 

製品評価技術基盤機構 
関西大学社会安全学部 

関西消費者連合会 

東京・大阪 

早稲田大学規範科学総合研究所 

三菱UFJトラストビジネス 
三菱UFJ信託銀行 

2．開講地域の多重化  

狭山商工会議所／狭山市 

主婦連合会 
製品評価技術基盤機構 

早稲田大学規範科学総合研究所 主婦連合会 
製品評価技術基盤機構 

早稲田大学規範科学総合研究所 

東京 

2拠点で開講 

21 21 21 

（１）知の市場をはじめ、開講機関・連携機関などのホームページ 

     http://www.chinoichiba.org/ 

  科目内容、科目の詳細、講師の詳細、講義の計画・実績、募集要項、応募申込書 

（２）メールによる案内 

  現在及び過去の受講者や講師で構成する「知の市場友の会」へのメール配信 

     開講機関・連携機関によるメール配信 

     協力機関によるメール配信 

（３）パンフレット、ポスター 

  知の市場事務局による作成 

    開講機関・連携機関による作成と配布 

（４）口コミ 

  個人間の口コミ、上司や所属組織・教育部門からの指示・推奨、その他多様伝達など 

（５）報道 

  新聞、雑誌の記事掲載など 

応募者の科目選択に資するための充分な情報提供 

   科目の分野別・水準別分類 

   講義内容や講師の詳細な情報を記した各科目のシラバス 

   開講機関や知の市場全体についての講座の計画と実績 

充分な情報提供と 
受講者の自己責任による自由な科目選択 

多様な媒体を活用した 
徹底的な情報開示 

ホームページの
全面改定と充実 

　　知の市場（シラバス） 新規

科目No. 科目名 副題

連携機関名 レベル 中級 教室定員 30 配信定員 0 講義日時 講義場所

科目概要(300字)

科目構成 № 講義名 講義日 教室 講師名 所属

はじめに 1 化学物質管理と付加価値 9月28日 増田優
化学生物総合管理学会
お茶の水女子大学大学院

2
(1) UNCED開催以前の取
組みと化学物質総合管理
の確立

10月5日

3
（2) 化学産業界の取組み
と化学物質総合管理への
自主管理の導入

10月12日

4
(3) UNCED開催以後の取
組みと化学物質総合管理
の展開

10月19日

5
(4)ＳＡＩＣＭと世界行動計
画

10月26日 結城命夫
化学生物総合管理学会
お茶の水女子ライフワール
ド・ウオッチセンター

6 (5) UNITARの支援活動 11月2日

7 (1) 米国・カナダの概況 11月9日

8
(2) EU・オーストラリアの
概況

11月16日

3.化学物質総合管理に
  よる国際競争力の強化

9
事例研究－コスト要因を
付加価値要因に転化－

11月30日
永里賢治
山田一仁

化学生物総合管理学会

10
(1) 基本的管理制度の概
要

12月7日

11
（2）化学物質総合管理法
試案の概要

12月14日

12
(1) 化学物質審査規制法
の制定以後の概況

12月21日

13

(2) 国際合意との乖離
－ハザード分類・表示の
世界調和システム (GHS)
などを例に－

1月11日

14
(3)化学物質総合管理活
動の評価指標と評価結果

1月18日 結城命夫
化学生物総合管理学会
お茶の水女子ライフワール
ド・ウオッチセンター

まとめ 15 化学物質総合経営 1月25日 増田　優
化学生物総合管理学会
お茶の水女子大学大学院

UNCED後の国際的取組みは、2002年のWSSD（持続可能な発展に関する世界首脳会議）そして2006年のICCM(国際化学物質管理会議)に
引き継がれ、SAICM(国際化学物質管理の戦略的アプローチ) の合意へと進展している。SAICMを概観したうえで、特に各セクターに対して
具体的な行動として要請されている273項目にわたる世界行動計画について、日本の対応の現状も含めて論考する。

REACH規則は環境保護法の側面だけでなく、競争力強化法の側面を持っている。化学物質総合管理が持つ競争力強化の側面について、
化学物質総合管理を活用して競争力の強化を実現している事例を紹介し、付加価値を生み出す化学物質総合管理の在り方について論考
する。

日本はOECDが総合管理の概念を検討していた時期に化審法を制定した。その後労働安全衛生法に新規化学物質審査制度を導入した結
果、二重の構造が生じた。さらに安全データシート制度 (SDS) は化学物質管理促進法などで三重になっている。一方でハザード分類・表示
の世界調和システム (GHS) については法律を定めず導入した。こうした国際協調を軽視した対応の問題点について論考する。

2. 主要先進国の概況

4. 化学物質総合管理
   の基本構造

化学物質総合管理の概念に基づく法律制度などを整備している諸外国の状況を概観する。米国のTSCA (有害物質管理法)、カナダの
CEPA (カナダ環境保護法)、EU (欧州連合) のREACH (化学物質の登録、評価、認可、制限) 規則、オーストラリアのICA (産業化学物質法)
などの制定と改正の経緯や特徴そして基本的な構造について論考する。

化学物質総合管理に係る国際機関の協調活動の成果や欧米先進国の法制に見られる化学物質総合管理の共通管理事項、さらには
UNITARが作成した手引きなどに示されている化学物質総合管理の基本的管理制度のあり方を検証し、その実現に必要な化学物質の総合
管理に係る法制のあり方について論考する。

UNITAR (国連研修調査所) はアジェンダ21において各国の管理能力強化を支援する役割を分担して手引きの作成や途上国支援を行い、そ
の後SAICM (国際化学物質管理の戦略的アプローチ)においても同様の役割を担っている。UNITARが分担した課題の成果およびそれらに
対する日本の取組みの実態について論考する。

1. 国際協調活動の
　 進展

5. 日本の概況と課題

化学物質のもたらすリスクを社会全体として適切に管理しながら、同時に付加価値を増大させて人々の生活の糧を強固なものとするため、
社会制度的な側面、科学技術的な側面、人材育成的な側面など日本が直面する諸々の課題について検証する。合わせて化学物質総合管
理が化学物質総合経営に進化していく状況について論じる。

化学物質総合管理は企業･産業界にとどまらず、あらゆるセクターが当事者として取り組むべき課題である。各セクターの化学物質総合管
理に関する活動を評価する評価指標の開発について述べつつ、これに基づく評価結果と日本におけるキャパシティ･ビルディングの課題に
ついて論考する。

日本の化学物質管理能力を社会全体として改善するには、化学物質総合管理の概念を取り入れて時代遅れの取締法的法律群を整理統合
する必要がある。この認識に基づき2007年12月に発表した「化学物質の総合管理に関する法律(案）」の骨子を構成する総則、管理の標準
的手順、基本的管理制度、執行体制の整備などについて説明する。

国際協調体制の下で合意された共通管理事項や基本管理制度には、長年の国際的論議を踏まえて目的・理念が掲げられて重要な国際合
意の一部をなしている。日本は未だ履行していない国際合意が多々あるだけでなく、こうした目的・理念を反映していない実施事例が多々あ
る。GHSとナノ材料を例にして実効性や効率性の観点からこうした状況につい論考する。

化学物質のもたらすリスクを社会全体として適切に管理することは1970年代以降重要な課題として世界で論じられてきた。日本で起こった事
件・事故の事例を紹介しながらこの国際的な潮流の意味を考える導入部とする。加えて、化学物質管理をコスト要因としてとらえてきた現状
から脱却して付加価値要因として生かしていく視点の重要性について論じる。

化学物質総合管理に関連するILO (国際労働機関)、IPCS (国際化学物質安全計画)、IARC (国際がん研究機関)などの国際機関の活動を１
９９２年のUNCED(国連環境開発会議)以前の取組みを中心に紹介しつつ、主に化学物質総合管理の概念の確立に向けたOECDの様々な活
動について論考する。

先進国の化学産業界はUNCEDの開催に先立つ1990年にICCA (国際化学工業協会協議会) を設立してレスポンシブル・ケアという自主管理
活動を協働で推進することを公約した。ICCAの特徴的な活動および日本化学工業協会のレスポンシブル・ケア体制の構築などについて論
考する。

１９９２年のUNCEDで合意されたアジェンダ21は地球環境問題に対処する初めての世界的な行動計画であった。その中でも化学物質総合
管理を目指す分野では、国際機関や各国政府のみならず経済界、労働界、学界、消費者・市民運動などが一堂に会しながら協働する体制
が構築され、国際活動のあり方を大きく変えた。その活動の成果とその後の展開について論考する。

化学物質総合管理を目指す国際協調活動に学ぶ
　　　　　　　　　　　　　　　　ー基本的枠組みと付加価値を生み出す次の一手ー

 化学物質総合経営概論

２０１1年度後期

講義概要(150字)

CT１３３

 化学生物総合管理学会

化学物質総合管理の概念・体系は1970年代からOECD (経済協力開発機構) が加盟国の支援を得て確立した。その後1992年のUNCED (国連環境開発会議) で合意されたアジェンダ21第19章を積極的に遂行する基礎となり、そして各国が
化学物質管理能力を抜本的に強化する実効的かつ標準的な法律制度などを構築する基盤となっている。しかし日本は未だ化学物質総合管理に対応した法制への転換などを実行していない。化学物質総合管理に係るOECD、UNCEDなど
の国際協調活動、米国、EUなどの先進的な取組みを紹介しつつ、化学物質総合管理の基本的な概念や枠組みを概説した後、日本の企業や行政機関など各セクターの化学物質総合管理能力を評価し、その課題について論考する。また、
化学物質総合管理を付加価値を生み出す化学物質総合経営に進化させていくための方策について、事例研究を通して論じる。

お茶の水女子大学水曜日 １８：３０～２０：３０

未定

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長

星川欣孝
化学生物総合管理学会
ケミカルリスク研究所所長
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科目の詳細：シラバス（例） 

＊）詳細は、知の市場ＨＰ（ http://www.chinoichiba.org/）をご覧下さい。 

～詳細な情報提供による
納得した上での受講～ 

科目の概要・目的･目標 

 連携機関名 
科目の名称 

講義の概要･目的･目標 

講義日時 

講師名・所属機関名 

科目の水準 

（１）-1 毎回の授業毎に出席状況を厳格に管理 
（１）-2 毎回の授業毎に理解度確認のため小レポート提出 
（１）-3 科目終了時に、最終レポートを提出 

（２）受講者の成績評価は、大学の学部・大学院の採点 
   評価基準に準拠して評価。 
 ① 出席50点満点、レポート50点満点の合計で採点 

 ② 出席点は15回の出席で満点とし、それより少ない出席日数の場合 
             は、出席日数に応じて減点し、出席回数7回以下の場合は履修放棄とみなす。 
           ③ レポート点は講義内容の理解度1、2、3自らの考えや主張、論理性や特筆

すべき点ごとに個別に評価し、加点する。 

（３）所定の基準を満たした受講者に対しては科目毎に受講
修了証を交付。 

  A（80～100点）、B（70～79点）、C（60～69点）を合格とし、 

          Aのうち特に優秀な者をSと判定。 23 23 23 23 

大学･大学院に準拠した厳しい成績評価 

大学院水準のしっかりとした教育 
24 

自己点検と外部評価（１） 

（１）自己点検 
 １）協議会による評価    50機関(2013年度)← 42機関(2012年度)←29機関(2010年度) 

開講機関及び連携機関と知の市場事務局で構成する協議会を設置し、運営主体とし
て講座や科目の構成及び知の市場の運営について審議し相互に評価する。 

 ２）受講者や講師による評価 

知の市場運営の直接的な関係者である受講者及び講師に対して、アンケート調査な
どを実施し、授業及び科目の改善や講座運営の合理化などに活用する。 

  ①受講者による講義評価 
受講者に対して15回の講義毎に毎回、授業の満足度、理解度、講義レベル、講師の
話し方、教材の5項目についてアンケート調査を実施し、講師の自己点検と授業の改
善に活用する。 

  ②受講者による科目評価 

受講者に対して受講科目の終了時点で、受講するに至った背景や動機、満足度や理
解度、授業の内容や科目の構成などについてアンケート調査を実施し、開講科目を
客観的に評価して科目の改善や講座運営の合理化などに活用する。 

  ③講師による科目評価 

講師に対して講義科目の終了時点で、受講者や講座運営などに関するアンケート調
査を実施し、開講科目を客観的に評価して科目の改善や講座運営の合理化などに
活用する。 

http://www.chinoichiba.org/


5 

（２）評価委員会による外部評価 
    

   外部の有識者や、経験者などで構成する評価委員会を設置
し、実施状況及び成果を大局的に評価し、講座や科目など
の改善に活用する。 

   
 

       37名(2013年度) 
       ← 31名(2012年度) 
           ←16名(2010年度) 
   

 

 
 

自己点検と外部評価（２） 

新たな教育のための社会インフラ 

26 26 26 

１．連携した専門機関・実施機関                    2拠点（46機関） 

２．開講科目                     221科目相当 （年平均44科目） 

３．講師陣                                    1731名 

４．応募者 6017名   受講者 5957名    修了者 3307名 

５．8単位相当以上修了者 学校教育法による履修証明可能者       220名 
 

   20単位相当以上修了者 学校教育法による履修証明可能者    47名 

化学・生物総合管理の再教育講座 
2004年度後期～2008年度 

          2013年度   全国35拠点     76科目開講 
          2012年度   全国31拠点     80科目開講 
          2011年度 全国30拠点     97科目相当開講   
          2010年度 全国31拠点   100科目相当開講 
          2009年度 全国23拠点 119科目相当開講 

知の市場（共催・関連講座） 

発展的に継承 

27 27 27 

知の市場の構成 

共催講座： 
「知の市場」の理念と基本方針に沿いつつ｢知の市場｣の運営体
制を踏まえて、連携機関の協力のもと開講機関が主催する 。 

関連講座： 
｢知の市場｣の基本方針を念頭に置きつつ諸般の情況を踏まえて
個々の主催者が自らの主体性と責任のもと柔軟かつ弾力的に運
営する。 

再教育講座や共催講座での経験を活かした活動、開講機関や連
携機関が実施する活動、自己研鑽と自己実現に資する活動など
であって｢知の市場｣の理念を共有する活動。 

多様な事情に応じた弾力性の確保 
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2010年度 
Free Market of・by・for Wisdom                   Voluntary Open Network Multiversity 

知の市場 2013年度 

東

評価委員会協議会知の市場事務局学生実行委員会協力者・協力機関連携学会友の会

化学工学会SCE・Net

動物臨床医学研究所

日本リスクマネジャネットワーク

国立感染症研究所
早稲田大学　規範科学総合研究所

日本リファイン

関東化学　お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝ
ﾀｰ(増田研究室)

三井不動産　お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾ
ﾝﾀｰ(増田研究室)

製品評価技術基盤機構　関西大学社会安全学部
関西消費者連合会

主婦連合会　製品評価技術基盤機構
早稲田大学  規範科学総合研究所

早稲田大学  規範科学総合研究所

主婦会館（東京メトロ四ッ谷駅前）

前期1科目、計1科目開講

製品評価技術基盤機構（京王線幡ヶ谷駅）

後期1科目、計1科目開講

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

後期1科目、計1科目開講

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

後期1科目、計1科目開講

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

前期1科目、計1科目開講

狭山元気プラザ、アダムジャパン（ともに西武新宿線狭山市駅からバ
ス）
前期1科目、計1科目開講

梅田阪急ビルオフィスタワー（地下鉄・阪急梅田駅、JR大阪駅前）

前期1科目、計1科目開講

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

前期1科目、計1科目開講

主婦連合会
製品評価技術基盤機構

製品評価技術基盤機構

食品薬品安全センター　主婦連合会
早稲田大学  規範科学総合研究所

農業生物資源研究所
早稲田大学  規範科学総合研究所

三菱UFJトラストビジネス

狭山商工会議所　狭山市
アダムジャパン

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

関東化学ビル別館（JR新日本橋）

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

三井別館（東京メトロ三越前駅、JR新日本橋駅）

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

関西大学高槻ミューズキャンパス（JR高槻駅）

前期1科目、計1科目開講

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

後期1科目、計1科目開講

お茶の水女子大学（東京メトロ茗荷谷駅、護国寺駅）

前期1科目、後期2科目、計3科目開講

伯耆しあわせの郷又は動物臨床医学研究所（JR倉吉駅)

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

関西大学千里山キャンパス（阪急千里線関大前駅）

後期2科目、計2科目開講

国立感染症研究所（東京メトロ早稲田駅、若松河田駅）

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

日本リファイン（JR東京駅）

東京・西早稲田（２）主婦連

東京・四ツ谷（１）主婦連

東京・幡ヶ谷

東京・西早稲田（３）食薬

東京・四ツ谷（２）生物研

東京・西早稲田（４）MUBK

埼玉・狭山元気プラザ

大阪・梅田

東京・早稲田大学

前期3科目、後期3科目、計6科目開講

お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ
(増田研究室)

東京・西早稲田（１）労研
労働科学研究所
早稲田大学  規範科学総合研究所

早稲田大学西早稲田キャンパス（東京メトロ西早稲田駅前)

前期1科目、後期3科目、計4科目開講

埼玉・狭山
狭山商工会議所
狭山市

狭山市産業労働センター（西部新宿線狭山市駅前）

前期1科目、後期2科目、計3科目開講

東京・お茶の水女子大学

共
　
催
　
講
　
座

東京・茗荷谷（１）

鳥取・倉吉

大阪・千里山

東京・戸山

東京・丸の内

お茶の水女子大学（東京メトロ茗荷谷駅、護国寺駅）

東京・日本橋本町

東京・日本橋室町

大阪・関西大学

関
連
講
座

Ⅰ
．
教
養
編

愛知・名古屋市立大学（１）健康 名古屋市立大学
　　健康科学講座オープンカレッジ

名古屋市立大学川澄キャンパス（名古屋市地下鉄桜山駅前 )

3学期制、計3ユニット開講

東京・茗荷谷（２） 化学工学会SCE・Net
お茶の水女子大学（東京メトロ茗荷谷駅、護国寺駅）

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

東京・早稲田大学（２） 早稲田大学　規範科学総合研究所
前期1科目、後期1科目、計2科目開講

東京・早稲田駅
早稲田大学　規範科学総合研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早稲田総研インターナショナル 後期1科目、計1科目開講

Ⅱ
．
専
門
編

愛知・名古屋市立大学（２）学びなおし

東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻

名古屋市立大学
    学びなおし支援センター

名古屋市立大学川澄キャンパス（名古屋市地下鉄桜山駅前 )
東京キャンパス（慈恵会医大西新橋キャンパス、JR新橋駅)

３学期制：各期6科目、計18科目開講

東京・明治大学
明治大学

  　リバティアカデミー
　　安全学研究所

明治大学駿河台校舎リバティタワー（JR御茶ノ水駅）

前期1科目、後期1科目、計2科目開講

神奈川・川崎宮前区 労働科学研究所

労働科学研究所
(小田急向ヶ丘遊園駅、横浜市営地下鉄あざみ野駅からバス)

後期1科目、計1科目開講

1科目開講

Ⅳ
．
大
学
・

 
 
大
学
院
編

東京・早稲田大学（３） 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 4ユニット開講

東京・早稲田大学（４） 早稲田大学 理工学術院 大学院 3研究科 4科目開講

東京・早稲田大学（５） 早稲田大学大学院・東京農工大学大学院 共同先進健康科学専攻 3科目開講

東京・早稲田大学（６） 早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院 共同先端生命医科学専攻 3科目開講

東京・明治大学（２） 明治大学大学院 理工学研究科 新領域創造専攻 2科目開講

東京・お茶の水女子大学（２） お茶の水女子大学 3科目開講

東京・東京工業大学 東京工業大学 工学部 高分子工学科 1科目開講

東京・東京工業大学（２）

29 29 29 

知の市場の新たな意義 

１．職業人が職業に活用するのに有効 
２．個人が教養を高めるのに有益 

他に例のない学習の場 

融
合 

プロ人材の育成と教養教育の接合 
社会人教育と学校教育の連結 

• 好奇心指向型（キュアロシティ・ドリブン） 

 

• 欲求指向型（デザイア・ドリブン） 

 

• 戦略（構想）指向型（シナリオ・ドリブン） 

知の世界の拡大の系譜 

20世紀初頭～ 

20世紀第４四半期～ 

知
の
爆
発 



6 

知の世界の構図 
－２０世紀の変化－ 

◎       知の世界 

◎       知の時代 

良循環の形成 

均衡の確保 

☆   知の創造 

☆   知の伝播 

☆   知の活用 

☆   知の爆発 

☆   知の普遍 

☆   知の暴走 

☆   知の制御 

知の世界の新展開 

    

Science  on・by  Curiosity・Desire  

１．Science for Society 
 社会のための科学 

２．Science for Ｐｏｌｉｃｙ  

政策のための科学 

33 

シナリオ 

オリエンテッド 

科学的知見 論理的思考 

戦略 

実  行 

２１世紀の世界の構図 
－２０世紀第４四半期から勃興－ 

34 

社会的規範 

 
 

 
条約、法律、 

自主管理、 

慣例、慣習、常識…  

先導的に社会を変革 

科
学
と
規
範
の
結
合 

規範科学の構図 

レギュラトリー・サイエンス 
規範科学 

１．Science ｆor・of   Regulation 

規範のための科学  

2． Regulation  on・ｂｙ  Science 

    科学に基づく規範（Evidenceベース） 

１．化学物質の総合管理 

２．オゾン層の保護 

      オゾン層破壊物質の管理 

３．地球温暖化の防止 

      温暖化係数を持つ化学物質の管理 

４．組換え体の管理          

シナリオ（戦略）指向型の新たな事象 
－ 20世紀 第４四半期 － 
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新型インフルエンザ 

エネルギー危 機 

事態の重大性と影響の甚大性は    
 桁違い 着実な継続準備 充分な資源投入 

充分な準備 

沈着・冷静な行動 

科学的シナリオ（想定）
に基づく包括的戦略 

39 39 39 

プロなくして、 
法律の制定も運用も 

企業や各セクターにおける 
判断も行動もなし。 

科学的シナリオ（想定）に 

基づいて動く 

社会と世界 

40 40 40 

 

プロ人材の育成は 
現状でよいのか？？ 

 

プロ人材育成の強化 
だけでよいのか？？ 

41 41 41 

プロなくして、 
法律の制定も運用も 

企業や各セクターにおける 
判断も行動もなし。 

幅広い体系を理解し 
意味を語れずして、 

信頼できる判断をし得る 
プロではありえず。 42 42 42 

石油危機と公害危機を克服した３大要因 

１．技術開発 

                   技術革新 

２．設備投資 

 

３．人材育成           運用能力 

      膨大な数の人材を広く養成 

 例１．公害防止：多様な分野、数十万人 

 例２．省エネルギー：広範な分野、数十万人 

∥ 
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43 43 43 43 

社会を成り立たせる 
キャッチボール 

投げ手（プロ）と受け手（一般）の 
相互作用 

全体は弱い環の水準に収束 

プロ教育と教養教育は不即不離 
44 44 44 

接
合 

知の市場 

理解を深める 

教養教育の充実 

企画･実施する 

プロ人材の育成 

知の市場の目指す目標（１） 
－プロ人材育成と教養教育の接合－ 

45 

 

 
 
 
 

高度で広範な教養教育 
 

プ
ロ
の
育
成 

プ
ロ
の
育
成 

プ
ロ
の
育
成 

深 

い 

認 

識 

自 

ら 

行 

動 

基本的な考え方 全体の体系 

知の市場の教育理念 

ープロ人材育成と教養教育の接合ー 

広 い 視 野 
46 46 46 

結
合 

知の市場 

社会の多様な場 
における 

多彩な社会人教育 

大学・大学院 
における 
学校教育 

知の市場の目指す目標（２） 
－社会人教育と学校教育の結合－ 

社会人教育から学校教育への展開（2013年度） 

社会人教育としての科目 大学・大学院教育と
しての科目名 

実施大学・大学院 
科目No. 科目名 

CT304 サイエンスコミュニケーション実践論１ 

リスク管理（演習） お茶の水女子大学 

CT303 サイエンスコミュニケーション実践論２ 

CT445 化粧品の科学 

CT534 サウジアラビア特論 

CT571 企業法の基礎 

CT573 現代環境法入門 

安全学特論 安全学特論 明治大学大学院 
理工学研究科  
新領域創造専攻 製品・機械安全特論 新領域創造特論３ 

社会人教育の科目が 
同時に大学･大学院教育に活用されている事例 

合計8科目 

社会人教育から学校教育への展開（2013年度） 

科目名 実施大学・大学院 

化学物質総合管理学 早稲田大学 理工学術院 大学院先進理工学研究科 

早稲田大学大学院・東京農工大学大学院  
共同先進健康科学専攻 
早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院  
共同生命医科学専攻 

感染症総合管理学 

生活環境総合管理学 

医薬総合管理学 早稲田大学 理工学術院  ３研究科 

生命科学概論A（建築･電子光学・経営･
資源･社会工学） 

 
早稲田大学 理工学術院 先進理工学部  
 

生命科学概論A（総合機械1,2） 

生命科学概論A（化学･応用化学） 

生命科学概論B（生命医科）  

安全管理概論  
お茶の水女子大学  

社会技術革新学概論  

社会技術革新学概論  東京工業大学 工学部 高分子工学科  

資源･エネルギー･安全論  東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻  

社会人教育の内容や講師が 
大学･大学院教育に活用されている事例 

合計12科目 
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49 49 49 

知の市場の構造 
－講座の位置－ 

 

知の市場 
高度な教養教育 プロ人材の育成 

名古屋市立大学 学びなおし支援センター(6科目） 
鳥取県動物臨床医学研究所(2科目） 
明治大学 リバティアカデミー・安全学研究所(2科目) 
労働科学研究所(1科目) 
日本リファイン(1科目) 
 
 

                       

                  

社
会
人
教
育 

学
校
教
育 

早稲田大学大学院・東京農工大学大学院 共同先進健康科学専
攻 (3科目) 

早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院 共同先端生命
医科学専攻(3科目) 
明治大学大学院理工学研究科新領域創造専攻（2科目)  

                                                    

お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(増田研）(6科目) 
化学工学会SCE・Net (5科目) 
早稲田大学  規範科学総合研究所(4科目) 
労働科学研究所(4科目＊) 
狭山商工会議所・狭山市・アダムジャパン(4科目) 
日本リスクマネジャネットワーク(2科目) 
関東化学・お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(2科目) 
三井不動産・お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(2科目) 
主婦連合会・製品評価技術基盤機構(1科目＋1科目＊) 
製品評価技術基盤機構・関西大学社会安全学部・NPO法人関西
消費者連合会(1科目) 
早稲田総研インターナショナル(1科目＊) 
食品薬品安全センター・主婦連合会(1科目＊) 
農業生物資源研究所(1科目＊) 
製品評価技術基盤機構(1科目) 
三菱UFJトラストビジネス(1科目) 
クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン(1科目) 
日本リファイン(1科目) 
名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ（3ユニット) 
                                   

社
会
人
教
育 

早稲田大学理工学術院先進理工学部(4ユニット) 
早稲田大学理工学術院大学院3研究科(4科目) 
お茶の水女子大学(3科目) 
東京工業大学 工学部高分子工学科(1科目) 
東京工業大学大学院 理工学研究科化学工学専攻(1科目) 

学
校
教
育 学校教育法に基づく単位を授与 

学校教育法に基づく履修証明書などを授与 

学校教育法に基づく単位を授与 

受講修了証を授与 

＊は早稲田大学規範科学総合研究所との共催を表す。右欄も同様 

 2013年度 
知の市場の構造 

－講座の位置－  2013年度 

51 

 
 

高度な教養教育 

知の市場の拠点(例) 
－名古屋市立大学－ 

 
 

大学院医学研究科 
健康科学オープンカレッジ(3講座) 

        受講修了証の授与 

プロ人材の養成 

 
 
 

学びなおし支援センター 
医師・看護師など国家資格保有者の再教育 

医療・保健：6科目（上級） 
学校教育法に基づく履修証明書の授与 ・受講修了証の授与 

 
一般社会人の受講に開放 

受講修了証の授与 

プロ教育と教養教育の融合 

 2013年度 

52 

 
 
 

高度な教養教育 

知の市場の拠点(例) 
－労働科学研究所－ 

労働科学研究所 
早稲田大学規範科学総合研究所 

社会人教育 
労働科学：４科目(中級３、基礎1）  

受講修了証の授与、独自の資格認定に連動 

プロ人材の育成 
 
 

 
 
 
 

労働科学研究所 
人材育成センター 

社会人教育 
労働科学：４科目(中級３、基礎１）  

受講修了証の授与、独自の資格認定に連動 
 

早稲田大学大学院・ 
東京農工大学大学院 

共同先進健康科学専攻 
院生教育 

生活環境総合管理（労働科学）：１科目 
科目構成と講師派遣を担当 
規範科学の博士号の授与 

（注）中級3科目は教養教育とプロ人材の育成の橋渡しの役割を果たしており、重複して記載 

 2013年度 

53 

知の市場の拠点(例) 
－早稲田大学－ 

 
 
 

高度な教養教育 

規範科学総合研究所 
社会人教育 

規範科学：12科目（中級9、基礎3） 
 

受講修了証の授与 

理工学術院 
学生・院生教育 

規範科学：4科目（大学院） 
         ＋ 4ユニット（学部） 
学校教育法に基づく単位の授与 

プロ人材の養成 
早稲田大学大学院・ 
東京農工大学大学院 

   共同先進健康科学専攻 
院生教育 

規範科学：3科目 
規範科学の博士号の授与 

早稲田大学大学院・ 
東京女子医科大学大学院 
共同先端生命医科学専攻 

院生教育 
規範科学：3科目 

規範科学の博士号の授与 

 2013年度 

54 

知の市場の拠点(例) 
－お茶の水女子大学－ 

インキュベーション機能 

 2013年度 

 
 
 
 
 
 
 

高度な教養教育 

ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｫｯﾁｾﾝﾀｰ 
社会人教育 

 

サイエンスコミニュケーション実践論1,2 
サウジアラビア特論、企業法の基礎 
 化粧品の科学、現代環境法入門 

6科目（中級2、基礎4） 
 

インキュベーション機能 
受講修了証を取得 

全学学部  
学部学生 

 
 
 

安全管理概論、リスク管理 
社会技術革新学概論 

3科目 
 

学校教育法に基づく単位の授与 

リベラルアート科目として 
１科目まで認定 
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55 55 55 55 

知の市場の意義の拡大（１） 

１．現役世代を中心とする幅広い年代、職業、地域の社
会人に対して、人材育成に必要な総合的で実践的な
学習機会を提供する。 

２．プロ教育の場としてのみならず幅広い高い水準の 

  教養教育の場としても広く社会おいて機能する。 

               

３．実社会での経験を活かしたい幅広い分野の人々に、 

  現場を基点にしつつ講師として教育に参画する機会
を提供する。 

社会の全員が参画する教育活動 56 56 56 56 

知の市場の意義の拡大（２） 

教育を本来任務としない、或いは、 

従来、教育に縁のない個人や組織が、 

自発的に教育に参画し自主的に活動 

 

津々浦々で諸々の役割を担う 

社会の現場の全てが教育の現場としても 

それぞれ多彩な輝きを放つ 

 

真の教育立国＝全員野球の教育 

知の市場の地域別拠点 

•東京 
お茶の水女子大学（ｌｗｗｃ）/学部、茗荷谷（１）、茗荷谷（２）、西早稲田（１）労研、西早稲田（２）
主婦連、西早稲田（３）食薬、西早稲田（４）MUBK、早稲田大学（１）、早稲田大学（２）、 
早稲田大学理工学部/理工研究科、早稲田駅、戸山、日本橋本町、日本橋室町、丸の内、 
幡ヶ谷、四ツ谷（１）主婦連、四ツ谷（２）生物研、明治大学/理工研究科、 
早稲田東京農工大学、早稲田女子医科大学、東京工業大学工学部/理工学研究科 

•埼玉 
狭山、狭山元気プラザ 

•神奈川 
川崎宮前区 

•愛知 
名古屋市立大学（１）健康、名古屋市立大学（２）学びなおし 

•大阪 
千里山、関西大学、梅田 

•鳥取 
倉吉 

26拠点 

2拠点 

1拠点 

2拠点 

3拠点 

1拠点 

 2013年度 

58 58 58 58 

2013年度開講機関・連携機関 
教育を本務としない機関 

アダムジャパン 

日本リスクマネジャネットワーク 

主婦連合会 

食品薬品安全センター 

労働科学研究所 

化学工学会SCE・Net 

鳥取県動物臨床医学研究所 

狭山商工会議所 

狭山市 

製品評価技術基盤機構 

NPO法人関西消費者連合会 

国立感染症研究所 

三菱UFJトラストビジネス 

くらしとバイオプラザ２１ 

化学生物総合管理学会 

日本リファイン 

日本環境動物昆虫学会 

農業生物資源研究所 

関東化学 

三井不動産 

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン 

日本サイエンスコミュニケーション協会 

社会技術革新学会 

資生堂リサーチセンター 

第二東京弁護士会環境法研究会 

石油化学工業協会 

プロメテ国際特許事務所 

日本獣医師会 

ブルーアース ２９機関 

59 59 59 59 

恒常的な教育内容の向上 

と 
全国の地域が参画する教育 

 

知の市場の今後の展開 

60 60 60 60 

知の市場の今後の展開 

１．分野の拡大と連携機関の拡充 
 

 1) 現代社会と世界動向を理解するために必要な    
   より広範で総合的な自己研鑽の機会の提供 
  2) 多様な連携機関の参画を拡大し、 
      多彩な講師による多岐にわたる科目の開講 

２．拠点の全国展開と開催機関の拡充 
 

1) 自己研鑽の機会の日常化と普遍化を促進 

2) 多様な開講機関の参画を拡大し、開講拠点の多彩化
と全国化を促進 

 津々浦々の教育参画 
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61 

 
 

Ⅱ．2013年度の計画 
 

開 講 拠 点ー2013年度共催・関連講座ー 

共催講座開講拠点 関連講座開講拠点 

東京・お茶の水女子大学  愛知・名古屋市立大学（１）健康 

東京・西早稲田（１）労研  東京・茗荷谷（２） 

埼玉・狭山 東京・早稲田大学（２） 

東京・茗荷谷（1）  東京・早稲田駅 

鳥取・倉吉 愛知・名古屋市立大学（２）学びなおし 

大阪・千里山 東京・明治大学 

東京・戸山 神奈川・川崎宮前区 

東京・丸の内 東京・お茶の水女子大学（大学・大学院編） 

東京・日本橋本町 東京・東京工業大学 大学院（大学・大学院編） 

東京・日本橋室町 東京・東京工業大学（大学・大学院編） 

大阪・関西大学 東京・明治大学大学院（大学・大学院編） 

東京・西早稲田（２）主婦連 東京・早稲田大学（大学・大学院編） 

東京・四ツ谷（１）主婦連 東京・早稲田大学大学院（大学・大学院編） 

東京・幡ヶ谷 東京・早稲田・東京農工大学（大学・大学院編） 

東京・西早稲田（３）食薬 東京・早稲田・東京女子医科大学（大学・大学院編） 

東京・四ツ谷（２）生物研 

(注)2013年度新規の開講７拠点を青字で示す 

東京・西早稲田（４）MUBK 

埼玉・狭山元気プラザ 

大阪・梅田 

東京・早稲田大学（１） 

20拠点 15拠点 

35拠点 

←17拠点 ←14拠点 

←31拠点 

参画機関の分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2013年度比較）ー 

専門機関 
20% 

非営利団体
(NPO/NGO) 

12% 

地方自治

体 
0% 

産業界 
5% 

大学 
53% 

学会 
10% 

専門機関 
18% 

非営利団体
(NPO/NGO) 

18% 

地方自治体 
2% 

産業界 
18% 

大学 
38% 

学会 
6% 

-2010年度‐                 ‐2013年度‐ 

産業界の拡大 

開講機関の分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2013年度比較）ー 

専門機

関 
18% 

ＮＰＯ

/ＮＧ

Ｏ 

12% 

地方自

治体 
3% 

産業界 
20% 

大学 
47% 

学会 
0% 

専門機

関 
21% 

ＮＰＯ/ 

ＮＧＯ 
12% 

地方自

治体 
0% 産業界 

6% 

大学 
61% 

学会 
0% 

-2010年度‐                  ‐2013年度‐ 

産業界の拡大 

開 講 機 関ー2013年度共催・関連講座ー 

共催講座開講機関 関連講座開講機関 

お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(増田研究室) 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ 

狭山商工会議所 化学工学会SCE・Net 

狭山市 早稲田大学 規範科学総合研究所 

アダムジャパン 早稲田総研インターナショナル 

労働科学研究所 名古屋市立大学 学びなおし支援センター 

早稲田大学  規範科学総合研究所 明治大学 リバティアカデミー 

化学工学会SCE・Net 明治大学 安全学研究所 

動物臨床医学研究所 明治大学  大学院 理工学研究科新領域創造専攻 

日本リスクマネジャネットワーク 労働科学研究所 

国立感染症研究所 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 

日本リファイン 早稲田大学理工学術院 大学院 3研究科 

関東化学 早稲田大学大学院・ 
東京女子医科大学大学院 共同先端生命医科学専攻 

三井不動産 

製品評価技術基盤機構 早稲田大学大学院・ 
東京農工大学大学院 共同先進健康科学専攻 

関西大学  社会安全学部 

関西消費者連合会 お茶の水女子大学 

主婦連合会 東京工業大学 工学部 高分子工学科 

食品薬品安全センター 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 

農業生物資源研究所 

(注)2013年度新規の７開講機関を青字で示す 三菱UFJトラストビジネス 

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン 

21機関 16機関 

32機関 ←32機関 

←19機関 ←15機関 連携機関の分布 
ー共催講座・関連講座（2010年度・2013年度比較）ー 

専門機関 
22% 

ＮＰＯ/Ｎ

ＧＯ 
8% 

地方自治

体 
0% 

産業界 
6% 

大学 
53% 

学会 
11% 

専門機関 
22% 

ＮＰＯ/Ｎ

ＧＯ 
17% 

地方自治

体 
3% 

産業界 
14% 

大学 
36% 

学会 
8% 

 -2010年度-                                              -2013年度- 

産業界と非営利団体の倍増 
大学・学会の減少 
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連  携 機 関ー２０１3年度共催・関連講座ー 
共催講座連携機関 関連講座連携機関 

くらしとバイオプラザ21 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ 

日本サイエンスコミュニケーション協会 化学工学会SCE・Net 

社会技術革新学会 ブルーアース 

お茶の水女子大学 LWWC(増田研究室)  早稲田大学規範科学総合研究所 

資生堂リサーチセンター 社会技術革新学会 

第二東京弁護士会環境法研究会 日本獣医師会 

労働科学研究所 名古屋市立大学 学びなおし支援センター 

狭山商工会議所 明治大学 大学院 理工学研究科新領域創造専攻 

狭山市 明治大学 リバティアカデミー 

化学工学会SCE・Net 労働科学研究所 

動物臨床医学研究所 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 

日本環境動物昆虫学会 早稲田大学理工学術院 3研究科 

日本リスクマネジャネットワーク 早稲田大学大学院 
東京農工大学大学院  共同先進健康科学専攻 国立感染症研究所 

化学生物総合管理学会 早稲田大学大学院 
東京女子医科大学大学院 共同先端生命医科学専攻 石油化学工業協会 

プロメテ国際特許事務所 お茶の水女子大学 

製品評価技術基盤機構 東京工業大学 工学部 高分子工学科 

食品薬品安全センター 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 

農業生物資源研究所 

(注)2013年度新規の５連携機関を青字で示す                        

三菱UFJトラストビジネス 

アダムジャパン 

クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパン 

早稲田大学 規範科学総合研究所 

37機関 
←44機関 

24機関 17機関 
←31機関 ←15機関 

講師の所属分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2013年度比較）ー 

産業界･ 

業界団体 

15% 

専門機

関・ 

研究機関 

41% 

消費者団

体・ 

市民団体 

3% 

大学・学

協会 

37% 

地方自治

体･ 

行政機関 

2% 

マスコミ 

1% 

個人・そ

の他 

1% 

    -2010年度-                                            -2013年度- 

産業界・業

界団体 
33% 

専門機関・

研究機関 
39% 

消費者団

体・市民団

体 

4% 

大学・学会 
21% 

地方自治

体・行政機

関 

2% 

マスコミ 
0% 

個人・その

他 
1% 

現場基点の強化により、 

産業界が２倍増し、大学・学会が激減 
注：2013年度関連講座の講師に関する情報は、2012年度の講師に関する情報に2013年度新たに共催講座から関
連講座に移動する科目の講師に関する情報を加えた推定値を示す・ 

講師の所属分布 
ー共催講座（2010年度・2013年度比較）ー 

   -2010年度-                                           -2013年度- 

産業界･ 

業界団体 

19% 

専門機関・ 

研究機関 

51% 

消費者団

体・ 

市民団体 

5% 

大学・ 

学協会 

19% 

地方自治

体･ 

行政機関 

4% 

マスコミ 
1% 

個人・その

他 

1% 

産業界・業界団

体 

38% 

専門機関・研究

機関 

48% 

消費者団体・ 

市民団体 

6% 

大学・学会 
6% 

地方自治体・ 

行政機関 

1% 

マスコミ 
0% 

個人・その他 
1% 

現場基点の強化により、 

大学・学会が激減し、産業界が２倍超増加 

講師の所属分布 
ー関連講座（2010年度・2013年度比較）ー 

産業界･ 

業界団体 
11% 

専門機関・ 

研究機関 
27% 

消費者団

体・ 

市民団体 
0% 

大学・学協

会 
60% 

地方自治

体･ 

行政機関 
2% 

  -2010年度-                                              -2013年度- 

産業界・業界

団体 

27% 

専門機関・研

究機関 

25% 

消費者団体・ 

市民団体 

0% 

大学・学会 
43% 

地方自治体・ 

行政機関 

4% 

マスコミ 
0% 

個人・その他 
1% 

現場基点の強化により、 

大学・学会が激減し、産業界が２倍超増加 
注：2013年度関連講座の講師に関する情報は、2012年度の講師に関する情報に2013年度新たに共催講座から関
連講座に移動する科目の講師に関する情報を加えた推定値を示す・ 

  2010 2013 

共
催
講
座 

  基礎 中級 上級 小計 割合 基礎 中級 上級 小計 割合 

1.化学物質総合経営   
* 
7 

  
* 
7 

47% 

  
1 

  

3 
  

  

4 
32% 

2.生物総合経営   
* 
5 

  
2 

* 
7 

 
1  

  

3 

  
2 

  
6 

3.コミュニケーション 3     3 1 1    2 
4.総合 6 7   13 35% 5 4 1  10 26% 
5.社会技術革新 4 2 1 7 19% 7 4   11 29% 
6.地域         

  
0%  

  

1 3   4 

13% 
7.国際           1   1 
8.教育・人材育成             0 

    0 9.芸術・技芸         

小計 13 20 3 36 100%  16 19 3 38 100%  

関
連
講
座 

教養編 3 7% 8 24% 
専門編 15 33% 9 24% 
研修編 1コース 2% 0 0% 
大学･大学院編 27 59% 21 52% 

小計 46 100% 38 100%  

合計 82   76   

注：*印は1科目を第1分類と第2分類に重複して分類していることを示す。従って合計は単純合計より少ない。 

開講科目 
 ー2010年度・2013年度共催・関連講座比較ー 

分野の多様化と分野間の平準化 

72 72 72 

新規開講科目 
－2013年度共催講座－ 

   １．東京・お茶の水女子大学 知の市場 
 （お茶の水女子大学LWWC(増田研究室））：4科目（東京都） 

 ２．東京・日本橋本町 知の市場 
 （関東化学／お茶の水女子大学LWWC(増田研究室） ）： 

                              2科目（東京都） 

   ３．鳥取・倉吉 知の市場 
 （動物臨床医学研究所）：           2科目（倉吉市）     

   ４．東京・幡ヶ谷 知の市場 
 （製品評価技術基盤機構）： 1科目（東京都） 

      合計9科目←14科目 



13 

73 73 73 

新規開講科目 
－2013年度共催講座－ 

１．サイエンスコミュニケーション実践論2 
 （日本サイエンスコミュニケーション協会／くらしとバイオプラザ21） 

２．サウジアラビア特論（社会技術革新学会） 

３．化粧品の科学（資生堂リサーチセンター） 

４．現代環境法入門（第二東京弁護士会・環境法研究会） 

５．動物臨床医学事例研究ｇ（動物臨床医学研究所） 

６．動物臨床医学事例研究ｈ（動物臨床医学研究所） 

７．新国際石油論（社会技術革新学会） 

８．コーポレート・ガバナンス（お茶の水女子大学LWWC（増田研）） 

９．バイオ安全特論（製品評価技術基盤機構） 

      合計9科目←14科目 ※（）内は連携機関 

開講科目の分野 
ー共催講座（2010年度・2013年度比較）ー 

1.化学物質

総合経営 
11% 

2.生物総合

経営 
16% 

3.コミュニ

ケーション 
5% 

4.総合 
26% 

5.社会技術

革新 
28% 

6.地域 
11% 

7.国際 
3% 

1.化学物質

総合経営 
19% 

2.生物総合

経営 
19% 

3.コミュニ

ケーション 
8% 

4.総合 
35% 

5.社会技術

革新 
19% 

分野の多様化 
社会技術革新の増加 

 -2010年度-                                              -2013年度- 

開講科目の水準 
ー共催講座（2010年度・2013年度比較）ー 

基礎 
42% 

中級 
50% 

上級 
8% 

基礎 
36% 

中級 
56% 

上級 
8% 

  -2010年度-                                            -2013年度- 

科目水準の均衡維持
基礎科目の微増 

76 

 
 
 
 

Ⅲ．2012度の実績 
 
 

一部数値は暫定。6月協議会で確定 

 

開 講 状 況 
 

開 講 拠 点ー２０１2年度共催・関連講座ー 

共催講座開講拠点 
 

関連講座開講拠点 

お茶の水女子大学ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ・ｳｫｯﾁｾﾝﾀｰ（増田研究室） 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ 

早稲田大学規範科学総合研究所 化学工学会SCE・Net 

狭山商工会議所／狭山市 名古屋市立大学 学びなおし支援センタ－ 

化学工学会SCE・Net 
明治大学リバティアカデミー／安全学研究所／大学院 理工学研究科新
領域創造専攻 

労働科学研究所／早稲田大学規範科学研究所 労働科学研究所 

UL Japan 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 

製品評価技術基盤機構／関西大学社会安全学部／関西消費
者連合会 

早稲田大学理工学術院 3研究科 

主婦連合会／製品評価技術基盤機構／早稲田大学規範科学
研究所 

早稲田大学大学院・東京農工大学大学院 共同先進健康科学専攻 

主婦連合会／製品評価技術機構 早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院 共同生命医科学専攻 

食品薬品安全センター／主婦連合会／早稲田大学規範科学総
合研究所 

お茶の水女子大学 

日本リスクマネジャネットワーク お茶の水女子大学大学院 人間文化創成科学研究科 

動物臨床医学研究所 明治大学大学院 理工学研究科 新領域創造専攻 

国立感染症研究所／早稲田大学規範科学総合研究所 東京工業大学 工学部 高分子工学科 

日本リファイン 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 

農業生物資源研究所／早稲田大学規範科学総合研究所 

(注)2012年度新規の開講拠点を青字で示す 
 

三菱UFJトラストビジネス 

凛穂会 

17拠点 14拠点 

31拠点 

←14拠点 ←16拠点 

←30拠点 
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79 79 79 

東京２３区以外の開講場所 
－2012年度共催・関連講座ー 

１．埼玉県狭山市 

２．神奈川県川崎市 

３．愛知県名古屋市 

４．鳥取県倉吉市 

５．大阪府大阪市 

６．大阪府高槻市 

７．大阪府吹田市 

   

    

参画機関の分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2012年度比較）ー 

-2010年度‐               ‐2012年度‐ 

専門機関 
16% 

非営利団体
(NPO/NGO) 

12% 

地方自治体 
4% 

産業界 
24% 

大学 
36% 

学会 
8% 

専門機関 
20% 

非営利団体
(NPO/NGO) 

12% 

地方自治

体 
0% 

産業界 
5% 

大学 
53% 

学会 
10% 

地方自治体の参画、産業界の拡大 

81 81 81 

【大学・専門機関・非営利団体】 

１．関西大学 社会安全学部             （大阪府） 

２．ダイバーシティ教育研究会             （東京都） 

３．日本サイエンスコミュニケーション協会    （東京都） 

４．凛穂会                         （京都市） 

 

【産業関連】 

１．日本リファイン                   （東京都） 

２．関東化学                      （東京都） 

３．YKK                           （東京都） 

４．アダムジャパン                    （狭山市）          

新規参画機関 
－2012年度 共催・関連講座－ 

82 

新規の参画機関 
－2011年度－ 

    １．武田薬品工業       （東京都） 

    ２．三菱ＵＦＪトラストビジネス       （東京都）      

    ３．三洋化成工業       （東京都）       

    ４．ネオテクノロジー       （東京都） 

    ５．日高特許事務所       （東京都） 

  ６．UL Japan       （東京都） 

  ７．製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター 主婦連合会  （東京都） 

  ８．狭山商工会議所 （１１企業）       （狭山市） 

  ９．放射線医学総合研究所       （千葉市）  

 １０．長崎大学大学院医師薬学総合研究科       （長崎市）  
                       

開講機関の分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2012年度比較）ー 

現場基点の強化により、産業界が倍増し、大学が減少 

開 講 機 関ー2012年度共催・関連講座ー 

共催講座開講機関 関連講座開講機関 

お茶の水女子大学  ﾗｲﾌﾜｰﾙﾄﾞ･ｳｵｯﾁｾﾝﾀｰ(増田研究室) 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ 

早稲田大学  規範科学総合研究所 化学工学会SCE・Net 

狭山商工会議所 名古屋市立大学 学びなおし支援センター 

狭山市 明治大学  大学院 理工学研究科新領域創造専攻 

化学工学会SCE・Net 明治大学 安全学研究所 

労働科学研究所 明治大学 リバティアカデミー 

UL Japan 労働科学研究所 

製品評価技術基盤機構 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 

関西大学  社会安全学部 早稲田大学理工学術院 大学院 3研究科 

NPO法人関西消費者連合会 早稲田大学大学院 
東京農工大学大学院 共同先進健康科学専攻 主婦連合会 

食品薬品安全センター 早稲田大学大学院 
東京女子医科大学大学院 共同先端生命医科学専攻 日本リスクマネジャネットワーク 

動物臨床医学研究所 お茶の水女子大学 

国立感染症研究所 お茶の水女子大学大学院 人間文化創成科学研究科 

日本リファイン 東京工業大学 工学部 高分子工学科 

農業生物資源研究所 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 

三菱UFJトラストビジネス 
(注)2012年度新規の開講機関を青字で示す 

凛穂会 

19機関 15機関 

32機関 
←31機関 

←14機関 ←17機関 
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連携機関の分布 
ー共催講座・関連講座（2010年度・2012年度比較）ー 

産業界が４倍増 
大学・学会が激減 

連  携 機 関ー２０１2年度共催・関連講座ー 

共催講座連携機関 日本リスクマネジャネットワーク 

YKK 動物臨床医学研究所 

社会技術革新学会 国立感染症研究所 

ダイバーシティ教育研究会 日本リファイン 

日本サイエンスコミュニケーション協会 農業生物資源研究所 

日高東亜国際特許事務局 三菱UFJトラストビジネス 

関東化学 三菱UFJ信託銀行 

お茶の水女子大学 LWWC(増田研究室)  凛穂会 

早稲田大学 規範科学総合研究所 関連講座連携機関 

武田薬品工業 名古屋市立大学 健康科学講座オープンカレッジ 

日本獣医師会 化学工学会SCE・Net 

狭山商工会議所 ブルーアース 

狭山市 名古屋市立大学 学びなおし支援センター 

狭山市教育委員会 明治大学リバティアカデミー 

アダムジャパン 労働科学研究所 

化学工学会SCE・Net 早稲田大学 理工学術院 先進理工学部 

三洋化成工業 早稲田大学理工学術院 3研究科 

労働科学研究所 早稲田大学大学院・東京農工大学大学院  共同先進健康科学専攻 

UL Japan 早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院 共同先端生命医科学専攻 

化学生物総合管理学会 お茶の水女子大学 

製品評価技術基盤機構 お茶の水女子大学大学院 人間文化創成科学研究科 

主婦連合会 明治大学大学院 理工学研究科 新領域創造専攻 

食品薬品安全センター 東京工業大学 工学部 高分子工学科 

日本環境動物昆虫学会 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 

44機関 
←39機関 

31機関 

15機関 

(注)2012年度新規の連携機関を青字で示す 

←25機関 

←14機関 

87 87 87 87 

2012年度開講機関・連携機関 
教育を本務としない機関 

YKK 

アダムジャパン 

日本リスクマネジャネットワーク 

主婦連合会 

食品薬品安全センター 

労働科学研究所 

化学工学会SCE・Net 

鳥取県動物臨床医学研究所 

狭山商工会議所 

狭山市 

製品評価技術基盤機構 

NPO法人関西消費者連合会 

放射線医学総合研究所 

国立感染症研究所 

 

日本獣医師会 

狭山市教育委員会 

川越狭山工業会 

武田薬品工業 

三菱UFJトラストビジネス 

三菱UFJ信託銀行 

日高東亜国際特許事務所 

三洋化成工業 

日本リファイン 

関東化学 

農業生物資源研究所 

凛穂会 

ダイバーシティー教育研究会 

日本サイエンスコミュニケーション協会 

 

２８機関 

講師の所属分布 
ー共催・関連講座（2010年度・2012年度比較）ー 

現場基点の強化により、 

産業界が２倍増し、大学・学会が激減 

講師の所属分布 
ー共催講座（2010年度・2012年度比較）ー 

現場基点の強化により、 

大学・学会が激減し、産業界が２倍超増加 

講師の所属分布 
ー関連講座（2010年度・2012年度比較）ー 

現場基点の強化により、 

大学・学会が激減し、産業界が２倍超増加 
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91 91 91 91 

国際                    CT711：グローバル企業特論１ 

                                CT712：国際企業特論１ 

教育・人材育成 

              CT811：女性リーダーシップ社会企業特論 

 

芸術・技芸          HK911：Modern 書 art 入門 
 

2012年度新規分類科目 

知の市場の分野のさらなる拡大 
92 92 92 92 

地域 

            YS６１１a：狭山を学ぶ 産業編１ 

             ー狭山を彩るものづくり企業シリーズ１ー 

 
 
            YS６１１b：狭山を学ぶ キャリア教育編 
                             ー中学生における経済キャリア教育１ー 
 

2011年度新規分類科目 

知の市場の分野の拡大 

開講科目数 割合 

共
催
講
座 

基礎 中級 上級 合計 
1.化学物質総合経営 1 3 0 4 9％ 

2.生物総合経営 0 4 2 6 14％ 

3.コミュニケーション 1 1 0 2 5％ 

4.総合 4 6 1 11 26％ 

5.社会技術革新 9 3 0 12 28％ 

6.地域（2011年度新設) 1 3 0 4 9％ 

7.国際（2012年度新設) 2 2 5％ 

8.教育・人材育成（同上) 1 1 2％ 

9.芸術・技芸（同上) 1 1 2％ 

小計 20 20 3 43 100％ 

関
連
講
座 

教養編 5 14％ 

専門編 10 29％ 

研修編 0 0％ 

大学･大学院編 20 57％ 

小計 35 100％ 

合計 78 

開講科目 
 ー2012年度共催・関連講座ー 

94 94 94 

新規開講科目 
－2012年度共催講座－ 

   １．お茶の水女子大学LWWC(増田研究室）： 6科目（東京都） 

   ２．狭山商工会議所・狭山市：                             3科目（狭山市）  

   ３．動物臨床医学研究所： 2科目（倉吉市）  

   ４．日本リファイン： 2科目（東京都） 

   ５．凛穂会： 1科目（大阪市） 

合計14科目←14科目 

95 95 95 

新規開講科目 
－2012年度関連講座－ 

１．化学工学会SCE・Net：         2ユニット（東京都） 

合計2ユニット 
96 96 96 

新規開講科目 
－2012年度共催講座－ 

 １．グローバル企業特論1（YKK） 

 ２．国際企業特論（社会技術革新学会） 

 ３．女性リーダー社会起業特論（ダイバーシティ教育研究会） 

 ４．サイエンスコミュニケーション実践論（日本サイエンスコミュニケーション協会） 

 ５．試薬論（関東化学） 

 ６．企業法基礎論（お茶の水女子大学LWWC（増田研究室）） 

 ７．狭山を学ぶ 企業編b（狭山商工会議所／狭山市／狭山市教育委員会） 

 ８．狭山を学ぶ ものづくり編a（アダムジャパン／狭山商工会議所／狭山市／狭山市教育委員
会） 

 ９．狭山を学ぶ 企業編c（狭山商工会議所） 

１０．動物臨床医学事例研究e（動物臨床医学研究所） 

１１．動物臨床医学事例研究f（動物臨床医学研究所） 

１２．社会技術革新学事例研究1（日本リファイン／社会技術革新学会） 

１３．産業安全論（社会技術革新学会／日本リファイン） 

１４．Modern 書 art 入門（凛穂会） 

合計14科目←14科目 

※（）内は連携機関 
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97 97 97 

新規開講科目 
－2012年度関連講座－ 

１．原子力・放射能基礎論（化学工学会SCE・Net） 

２．エネルギーシステム論（ブルーアース） 

合計2ユニット←6科目 

※（）内は連携機関 

開講科目の分野 
ー共催講座（2010年度・2012年度比較）ー 

分野の多様化と分野間の平準化 

開講科目の水準 
ー共催講座（2010年度・2012年度比較）ー 

科目水準の均衡維持
基礎科目の微増 

社会人教育から学校教育への展開（2012年度） 

社会人教育としての科目 大学・大学院教育として
の科目名 

実施大学・大学院 
科目No. 科目名 

CT711 グローバル企業特論１ 

リスク管理（演習） お茶の水女子大学 

CT712 国際企業特論１ 

CT811 女性リーダー社会企業特論 

CT463 放射線医学特論 

CT551 知的財産権論 

CT562 試薬論 

安全学特論 安全学特論 明治大学大学院 
理工学研究科 新
領域創造専攻 製品・機械安全特論 新領域創造特論３ 

社会人教育の科目が 
同時に大学･大学院教育に活用されている事例 

合計8科目 

社会人教育から学校教育への展開（2012年度） 

科目名 実施大学・大学院 

化学物質総合管理学 早稲田大学 理工学術院 大学院先進理工学研究科 

早稲田大学大学院・東京農工大学大学院  
共同先進健康科学専攻 
早稲田大学大学院・東京女子医科大学大学院  
共同生命医科学専攻 

食農総合管理学 

リスク評価学 

生命科学概論A（建築･電子光学・経営･
資源･社会工学） 

早稲田大学 理工学術院 先進理工学部  生命科学概論A（総合機械） 

生命科学概論A（化学･応用化学） 

生命科学概論B（生命医科）  

安全管理概論  お茶の水女子大学  

化学物質総合管理学 お茶の水女子大学大学院 人間文化創成科学研究科  

社会技術革新学概論  東京工業大学 工学部 高分子工学科  

資源･エネルギー･安全論  東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻  

社会人教育の内容や講師が 
大学･大学院教育に活用されている事例 

合計１１科目 

 

受 講 状 況 
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応募者・受講者・修了者 
ー2011年度共催・関連講座ー 

  科目数 

応募者 受講者 修了者 修 
了 
率 計 

科目 
あた

り 
計 

科目 
あた

り 
計 

科目 
あた

り 

共催講座 36 1000 28  986 27  437 12  

 
 
 

44.3 

関連講座 

43 

(61科目相
当) 

1756 41 1756 41 1373 32 

 
 
 

78.2 

総計 

79 

(97科目相
当) 

2756 35 2742 35 1810 23 

 
 
 

66.0 

2004-2008 
年平均 

44 1203 27 1191 27 661 15 

1.8倍 2.3倍 1.3倍 
2.3

倍 
1.3倍 

2.7

倍 

1.5

倍 

応募者 
 ー2011年度共催・関連講座ー 

  応募者数 

共
催
講
座 

大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 

1.化学物質総合経営 47 93 0 140 5% 

2.生物総合経営 0 88 135 223 8% 

3.コミュニケーション 19 0 0 19 1% 

4.総合 194 131 3 328 12% 

5.社会技術革新 180 69 0 249 9% 

6.地域 21 20 0 41 1% 

小計 461 401 138 1000 1% 

関連講座 180 1319 257 1756 36% 

合計 641 1720 395 2756 100% 

比率（％） 23% 62% 14% 100% 

応募者 
 ー2011年度共催講座ー 

  応募者数 

大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 

1.化学物質総合経営 47 93 0 140 14% 

2.生物総合経営 0 88 135 223 22% 

3.コミュニケーション 19 0 0 19 2% 

4.総合 194 131 3 328 33% 

   1) 医療･保健   0 0 0 0 0% 

   2) 労働 11 23 3 37 4% 

   3) 食･農 0 33 0 33 3% 

   4) 鉱工業製品･医薬品 97 0 0 97 10% 

   5) 環境 8 75 0 83 8% 

   6) 放射線・原子力 78 0 0 78 8% 

   7) 金融 0 0 0 0 0% 

5.社会技術革新 180 69 0 249 25% 

6.地域 21 20 0 41 4% 

合計 461 401 138 1000 100% 

比率 46% 40% 14% 100% 

応募者 
 ー2011年度関連講座ー 

  応募者数 比率 

基礎 中級 上級 合計 

教養編 180 0 0 180 10% 

専門編 0 207 257 464 26% 

研修編 0 8 0 8 0% 

大学･大学院編 0 1104 0 1104 63% 

合計 180 1319 257 1756 100% 

比率 10% 75% 15% 100% 

応募者 
 ー2011年度関連講座ー 

  応募者数 比率 

大分類 基礎 中級 上級 合計 

1.化学物質総合経営 0 223 0 223 13% 

2.生物総合経営 180 0 257 437 25% 

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0% 

4.総合 0 1009 0 1009 57% 

5.社会技術革新 0 87 0 87 5% 

合計 180 1319 257 1756 100% 

比率 10% 75% 15% 100% 

受講者 
 ー2011年度共催・関連講座ー 

  受講者数 

共
催
講
座 

大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 

1.化学物質総合経営 46 91 0 137 5% 

2.生物総合経営 0 88 135 223 8% 

3.コミュニケーション 19 0 0 19 1% 

4.総合 193 129 3 325 12% 

5.社会技術革新 176 68 0 244 9% 

6.地域 18 20 0 38 1% 

小計 452 396 138 986 36% 

関連講座 180 1319 257 1756 64% 

合計 632 1715 395 2756 100% 

比率（％） 23% 63% 14% 100% 
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受講者 
 ー2011年度共催講座ー 

  受講者数 
大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 

1.化学物質総合経営 46 91 0 137 14% 
2.生物総合経営 0 88 135 223 23% 
3.コミュニケーション 19 0 0 19 2% 
4.総合 193 129 3 325 33% 
   1) 医療･保健   0 0 0 0 0% 

   2) 労働 11 23 3 37 4% 

   3) 食･農 0 32 0 32 3% 

   4) 鉱工業製品･医薬品 96 0 0 96 10% 

   5) 環境 8 74 0 82 8% 
   6) 放射線・原子力 78 0 0 78 8% 
   7) 金融 0 0 0 0 0% 

5.社会技術革新 176 68 0 244 25% 
6.地域 18 20 0 38 4% 

合計 452 396 138 986 100% 
比率 46% 40% 14% 100% 

受講者 
 ー2011年度関連講座ー 

  受講者数 比率 

基礎 中級 上級 合計 

教養編 180 0 0 180 10% 

専門編 0 207 257 464 26% 

研修編 0 8 0 8 0% 

大学･大学院編 0 1104 0 1104 63% 

合計 180 1319 257 1756 100% 

比率 10% 75% 15% 100% 

受講者 
 ー2011年度関連講座ー 

  受講者数 比率 

大分類 基礎 中級 上級 合計 

1.化学物質総合経営 0 223 0 223 13% 

2.生物総合経営 180 0 257 437 25% 

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0% 

4.総合 0 1009 0 1009 57% 

5.社会技術革新 0 87 0 87 5% 

合計 180 1319 257 1756 100% 

比率 10% 75% 15% 100% 

修了者 
 ー2011年度共催・関連講座ー 

  修了者数 

共
催
講
座 

大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 

1.化学物質総合経営 28 41 0 69 4% 

2.生物総合経営 0 19 44 63 3% 

3.コミュニケーション 5 0 0 5 0% 

4.総合 97 81 2 179 10% 

5.社会技術革新 57 36 0 93 5% 

6.地域 18 9 0 27 1% 

小計 205 186 46 437 24% 

関連講座 137 1054 182 1373 76% 

合計 342 1240 228 1810 100% 

比率（％） 19% 69% 13% 100% 

修了者 
 ー2011年度共催講座ー 

  受講者数 
大分類 基礎 中級 上級 合計 比率 
1.化学物質総合経営 28 41 0 69 16% 
2.生物総合経営 0 19 44 63 14% 
3.コミュニケーション 5 0 0 5 1% 
4.総合 97 81 2 179 41% 
   1) 医療･保健   0 0 0 0 0% 

   2) 労働 3 23 2 28 6% 

   3) 食･農 0 24 0 24 6% 

   4) 鉱工業製品･医薬品 55 0 0 54 12% 

   5) 環境 4 34 0 38 9% 
   6) 放射線・原子力 35 0 0 35 8% 
   7) 金融 0 0 0 0 0% 

5.社会技術革新 57 36 0 93 21% 
6.地域 18 9 0 27 6% 

合計 205 186 46 437 100% 
比率 47% 43% 11% 100% 

修了者 
 ー2011年度関連講座ー 

  修了者数 比率 

基礎 中級 上級 合計 

教養編 137 0 0 137 10% 

専門編 0 117 182 299 22% 

研修編 0 5 0 5 0% 

大学･大学院編 0 932 0 932 68% 

合計 137 1054 182 1373 100% 

比率 10% 77% 13% 100% 
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修了者 
 ー2011年度関連講座ー 

  修了者数 比率 

大分類 基礎 中級 上級 合計 

1.化学物質総合経営 0 178 0 178 13% 

2.生物総合経営 137 0 182 319 23% 

3.コミュニケーション 0 0 0 0 0% 

4.総合 0 803 0 803 58% 

5.社会技術革新 0 73 0 73 5% 

合計 137 1054 182 1373 100% 

比率 10% 77% 13% 100% 

 

応 募 者 属 性 
 

年齢別応募者 
ー共催・関連講座（2010年度・2011年度比較）ー 

若者が大半 
名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 現役世代 

９０％ 

年齢別応募者 
ー共催講座（2010年度・2011年度比較）ー 

傾向を維持 
現役世代が約8割 

名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

職業別応募者 
－共催・関連講座（2010年度・2011年度比較）－ 

社会人の比率増大 
名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

2010年度応募者の所属(共催)

製造業
32%

三次産業
29%

教員
3%

公務員
5%

学生・院生
2%

医療・保健
0%

その他
17%

研究
7%

土木・建設
1%

不明
4%

職業別応募者 
ー共催講座（2010年度・2011年度比較）ー 

土木・建設 
1% 

製造業 
39% 

三次産業 
31% 

研究 
6% 

教員 
3% 

公務員 
2% 

学生・院生 
3% その他 

15% 

  -2010年度-                                          -2011年度- 

多様性の持続 
製造業・第三次産業比率の増大 

名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 
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男女別応募者 
－共催講座（2010年度・2011年度比較）－ 

男性が3/4 
名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

地域ブロック別応募者 
－共催・関連講座（2010年度・2011年度比較）－ 

        
東海地方の減少 

名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

2010年度地域(共催)

東京
47%

中国
4%近畿

8%

四国
0.2%

北陸
0.2%

関東
（東京除く)

25%

甲信
0.2%

東海
0.4%

無回答、そ
の他
11%

東北
5%

地域ブロック別応募者 
－共催講座（2010年度・2011年度比較）－ 

北海道 
0% 

東北 
0% 

関東（東京

除く) 
37% 

東京 
46% 

甲信 
0% 

北陸 
0% 

東海 
0% 

近畿 
8% 

中国 
8% 

四国 
1% 

九州・沖縄 
0% 

2010年度                       2011年度 

関東圏の増加 
名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

東京開講科目の居住区域別応募者 
－2011年度共催講座（不明分除く）－ 

東京 
44% 

東京都下 
11% 

神奈川県 
14% 

埼玉県 
13% 

千葉県 
10% 

茨城県 
3% 

その他 
5% 

東京比率の増大 

応募者の講座継続受講の割合 
－共催講座（2010年度・2011年度比較）－ 

名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

講座を知った情報源 
 －共催講座（2010年度・2011年度比較）－ 

組織が研修に活用する事例が高水準で持続 
電子媒体が６０％を超える 

2010年度                      2011年度 

名古屋市立大学 学びなおし講座の 
平準化による反射効果 

上司や教育部門の指示
が高水準を維持 
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127 

Ⅳ．全期間推移 
 

再教育講座（2004～2008年度） 
と 

知の市場（2009年度以降） 
の実績の比較 

128 128 

知の市場の展開 
－2011年度共催･関連講座－ 

再教育講座(2004～2008) 知の市場（共催・関連講座） 

開講機関 6 

科目 年平均 44  

（合計221） 

講師 年平均346  

（合計1731） 

応募者 年平均1203 

(合計6017） 

科目あたり  27 

修了者 年平均661 

(合計3307） 

科目あたり  15 

開講機関 31 

科目 79 

(97科目相当) 

1.8倍 

講師 593 1.7倍 

応募者 2756 

 

科目あたり35 

2.3倍 

 

1.3倍 

修了者 1810 

 

科目あたり23 

 

 

1.5倍 

再教育講座 2009 2010 2011 

開講機関 6 24 33 31 
前
年
比 

4倍 
 

1.4倍 0.9倍 

科目 年平均 44 
（合計221） 

101 
(119科目相当) 

82 
（100科目相当) 

79 
(97科目相当) 

前
年
比 

2.3倍 0.8倍 1.0倍 

講師 年平均346 
（合計1731） 

599 543 593 
前
年
比 

1.7倍 0.9倍 1.1倍 

受講者 年平均1203 
(合計6017） 

科目あたり 27   

4374 
科目あたり 43 

3987 
科目あたり 49 

2756 
科目あたり 35 

前
年
比 

3.6倍 0.9倍 0.7倍 

修了者 年平均661 
(合計3307） 

科目あたり 15  

2504 
科目あたり 25 

1432 
科目あたり 29 

1810 
科目あたり 23 

前
年
比 

3.8倍 0.6倍 1.3倍 

知の市場の展開 
－2009～2011年度共催･関連講座－ 

130 130 

知の市場の展開 
－2011年度共催講座－ 

知の市場（共催） 

開講機関数 ６ 

科目数 年平均 44  

（合計221） 

講師数 年平均346  

（合計1731） 

応募者数 年平均1203 

(合計6017） 

科目あたり  27 

修了者数 年平均661 

(合計3307） 

科目あたり  15 

開講機関数 14 2.3倍 

科目数 36 

 

0.8倍 

講師数 363 1.0倍 

応募者数 1000 

 

科目あたり28 

0.8倍 

 

1.0倍 

修了者数 436 

 

科目あたり12   

 

 

0.8倍 

再教育講座(2004～2008) 

年度  
2004-

2008 
2009 2010 2012 

開講機関・連携機関 26 36 40 50 

開講機関 2 25 33 32 

連携機関 25 33 34 44 

友の会会員 2857 2410 2883 3233 

協力機関  0 38 60 68 
注1：2004-2008年度の「化学・生物総合管理の再教育講座」の値は、5年間の平均の値を示す。 
注2：開講・連携機関の合計の値は、開講機関と連携機関の値の合計を示すが、両方の役割を担っている機関を1つの 
   機関として計上するため、それぞれの値の単純合計とは合致しない。 
注3：友の会会員、協力機関の値は年度末の時点の値を示す。ただし、 2012年度については未確定の為、年度初めの 
   時点の値を示す。 

開講状況の推移 
（開講機関・連携機関・友の会・協力機関）   

132 132 

開講拠点数の推移 
ー共催講座・関連講座別ー 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

開
講

拠
点

数
 

合計 

共催講座 

関連講座 
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133 133 

開講機関数の推移 
ー共催講座・関連講座別ー 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

開
講

機
関

数
 

合計 

共催講座 

関連講座 

134 134 

連携機関数の推移 
ー共催講座・関連講座別ー 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

連
携

機
関

数
 

合計 

共催講座 

関連講座 

135 135 135 135 

開講機関・連携機関の数の推移 
教育を本務としない機関 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

2009 2010 2011 2012 2013 

開
講

機
関

、
連

携
機

機
関

 

教
育

を
本

務
と

し
な

い
開

講
機

関
、

連
携

機
関

 

教育を本務としない開講機関 教育を本務としない連携機関 

開講機関 連携機関 
136 136 136 136 

再教育 

講座 

２００４～２００８年度 ２２１科目 ４４２単位相当 

平均 ４４科目 ８８単位相当 

 

知の市場 

 

２００９年度 
１０１科目 

１１９科目相当 
２３８単位相当 

２０１０年度 
８２科目 

１００科目相当 
２００単位相当 

２０１１年度 
７９科目 

９７科目相当 
１９４単位相当 

２０１２年度 ７８科目 １５６単位相当 

２０１３年度 ７６科目 １５２単位相当 

平均 ８４科目 １８９単位相当 

開講科目の推移 
ー2009～2013年度共催・関連講座ー 

知の市場の１科目は１２０分講義１５回で構成し２単位相当 

1.9倍 2.1倍 

知の市場の１科目は１２０分講義１５回で構成し２単位相当 
137 137 137 137 

再教育講座 
２００４～２００８年度 ２２１科目 ４４２単位相当 

年平均 ４４科目 ８８単位相当 

知
の
市
場 

共催講座 

２００９年度 ５９科目 １１８単位相当 

２０１０年度 ３６科目 ７２単位相当 

２０１１年度 ３６科目 ７２単位相当 

２０１２年度 ４３科目 ８６単位相当 

２０１３年度 ３８科目 ７６単位相当 

関連講座 

２００９年度 ６０科目相当 １２０単位相当 

２０１０年度 ６４科目相当 １２８単位相当 

２０１１年度 ６１科目相当 １２２単位相当 

２０１２年度 ３５科目 ７０単位相当 

２０１３年度 ３８科目 ７６単位相当 

合計 

２００９年度 １１９科目相当 ２３８単位相当 

２０１０年度 １００科目相当 ２００単位相当 

２０１１年度 ９７科目相当 １９４単位相当 

２０１２年度 ７８科目 １５６単位相当 

２０１３年度 ７６科目 １５２単位相当 

開講科目の推移 
ー2009～2013年度共催・関連講座ー 

138 138 138 138 

再教育講座 
２００４～２００８年度 ２２１科目 ４４２単位相当 

年平均 ４４科目 ８８単位相当 

知の市場 

(共催講座) 

２００９年度 ５９科目 １１８単位相当 

２０１０年度 ３６科目 ７２単位相当 

２０１１年度 ３６科目 ７２単位相当 

２０１２年度 ４３科目 ８６単位相当 

２０１３年度 ３８科目 ７６単位相当 

開講科目の推移 
ー2009～2013年度共催講座ー 

知の市場の１科目は１２０分講義１５回で構成し２単位相当 
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総合(分野別) 社会技術革新 地域 技術リスク 

国際 教育・人材育成 芸術・技芸 
139 

科目相当数の推移 
ー分野別：共催・関連講座ー 
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140 

科目相当数の比率の推移 
ー分野別：共催・関連講座ー 
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141 

科目相当数の推移 
ー分野別：共催講座ー 
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科目相当数の比率の推移 
ー分野別：共催講座ー 
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科目相当数の推移 
ー水準別：共催･関連講座ー 
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科目相当数の推移 
ー水準別：共催講座ー 
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ー水準別：共催講座ー 
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講師の推移 
ー共催・関連講座ー 
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講師数 科目あたり講師数 148 

講師の所属の分布の推移 
ー共催・関連講座ー 
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講師の所属の分布の推移 
ー共催講座ー 
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151 151 

受講者の募集と選考 
－2009~2011年度共催・関連講座－ 

年度 科目数 応募者 
科目あたり 

応募者 
受講者 科目あたり 

受講者 

2004~2008 

（再教育講座） 

平均 

 

44 

   
1203 

      
27 

   
1191 

      
27 

2009 101 

（119科目相当） 

4374 43 4168 41 

2010 82 

（100科目相当） 

3987 49 3969 48 

2011 79 

（97科目相当） 

2756 35 2742 35 

2.3倍 1.3倍 2.3倍 1.3倍 1.8倍 
152 152 152 152 

受講者の募集と選考 
ー2009~2011年度：共催講座ー 

年度 科目数 応募者 科目あたり 
応募者 

受講者 科目あたり 
受講者 

2004~2008 

（再教育講座） 

平均 

 

44 

 

1203 

 

27 

 

1191 

 

27 

2009 59 2297 39 2141 36 

2010 36 1147 32 1139 32 

2011 36 1000 28 986 27 

152 152 

0.8倍 1.0倍 0.8倍 1.0倍 

153 153 153 

受講者の推移 
ー共催・関連講座ー 
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受講者の比率の推移 
ー分野別：共催・関連講座ー 
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受講者の比率の推移 
ー分野別：共催講座ー 
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科
目
水
準
の
再
編
成 

受講者の比率の推移 
－水準別：共催講座－ 

総
合
科
目
の
新
設 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

1 お茶の水女子大学 173 6 ADEKA（旭電化工業） 58 

2 花王 111 7 お茶の水女子大学中学校 53 

3 ライオン 80 8 化学物質評価研究機構 50 

4 
新エネルギー・産業技術 
総合開発機構（NEDO） 

69 9 キャノン 50 

5 旭硝子（AGC） 59 10 住友ベークライト 48 

受講者の多い組織上位１０傑 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

11 出光興産 45 16 
三菱化学テクノリサーチ 
（ダイヤリサーチマーテック） 

 
36 

 

12 東京大学 44 17 農林水産省 33 

12 早稲田大学 44 17 帝国石油 33 

14 特許庁 41 19 東京久栄 32 

15 日本生活協同組合 39 19 三井化学 32 

受講者の多い組織11～19位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

21 日本化学工業協会 31 29 高砂香料工業 26 

22 オリンパス 29 29 保土谷化学工業 26 

23 宇部興産 28 29 内閣府 26 

23 サッポロビール 28 32 昭和電工 25 

23 日本アイビーエム 28 32 埼玉県立和光高等学校 25 

26 製品評価技術基盤機構 27 34 富士ゼロックス 24 

26 シンジェンタ・ジャパン 27 34 市民科学研究室 24 

26 コーセー 27 34 パナソニック 24 

34 アリスタライフサイエンス 24 

受講者の多い組織21～34位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 
順
位 

所属名称 
延べ 
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

38 NTTデータ 23 48 クラレ 21 

38 富士フイルム 23 48 帝人 21 

38 アサヒビール 23 48 清水建設 21 

38 生活協同組合コープとうきょう 23 48 環境管理センター 21 

38 日立化成工業 23 52 日本リファイン 20 

38 住化分析センター 23 53 放送大学 19 

38 ヒゲタ醤油 23 53 杉並保健所 19 

38 エルピーダメモリ 23 53 曙ブレーキ工業 19 

46 大日精化工業 22 53 デュポン 19 

46 協和発酵キリン 22 53 エステー 19 

受講者の多い組織38～53位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 
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順
位 

所属名称 
延べ
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

58 ブレーメン・コンサルティング 18 63 明電舎 17 

58 杉崎技術士事務所 18 63 日本オートケミカル工業 17 

58 東芝 18 63 武田栄一事務所 17 

58 
KHネオケム 
（協和発酵ケミカル） 

18 70 セントラル硝子 16 

58 三菱マテリアル 18 70 動物臨床医学研究所 16 

63 新日本製鐵 17 70 富士通 16 

63 大塚製薬 17 70 米子動物医療センター 16 

63 東京テクニカルカレッジ 17 70 クボタシーアイ 16 

63 日本無機薬品協会 17 

受講者の多い組織58～70位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 
順
位 

所属名称 
延べ 
人数 

順
位 

所属名称 
延べ
人数 

75 ニュースキンジャパン 15 85 電気化学工業 14 

75 
ハイドロジェニックス 
（ジャパン）インク 

15 85 
東京湾と荒川・利根川・ 
多摩川を結ぶ水フォーラム 

14 

75 日本ビクター 15 85 東京都下水道局 14 

75 日立製作所 15 85 日本エヌ・ユー・エス 14 
75 イカリ消毒 15 85 日本ユニシス 14 

75 荏原製作所 15 85 味の素 14 

75 東京都江東区 15 85 かんきょう楽行ふじさわ 14 

75 三菱レイヨン 15 85 ヤマザキナビスコ 14 

75 オオスミ 15 85 山陽動物医療センター 14 

75 綜研化学 15 85 産業技術総合研究所 14 

85 大鵬薬品工業 14 

85 明治乳業 14 

受講者の多い組織75～85位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順位 所属名称 
延べ 
人数 

順位 所属名称 
延べ 
人数 

97 船井電機 13 111 久保田商事 12 

97 シグマアルドリッチジャパン 13 111 環境情報科学センター 12 

97 住友化学 13 111 科学技術振興機構 12 

97 長谷川工業 13 111 旭化成アミダス 12 

97 東京都板橋区 13 111 キリンビール 12 

97 東京農業大学 13 111 旭化成アミダス 12 

97 凸版印刷 13 111 アイ・エフ・エフ日本 12 

97 
東京都北区立滝野川 
第三小学校 

13 111 
NPO法人かながわ環境 
カウンセラー協会 

12 

97 農協共済総合研究所 13 111 日本IBM 12 

97 国際航業 13 111 三洋電機 12 

97 横河電機 13 111 三井物産 12 

97 アステラス製薬 13 111 関東化学 12 

97 いちい 13 111 正木技術士事務所 12 

97 コクヨ 13 

受講者の多い組織97～111位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順
位 

所属名称 人数 
順
位 

所属名称 人数 

1 お茶の水女子大学 8 10 キャノン 3 

2 花王 6 10 オリンパス 3 

2 ライオン 6 10 昭和電工 3 

4 ADEKA（旭電化工業） 5 10 出光興産 3 

4 住友ベークライト 5 10 農林水産省 3 

6 日本化学工業協会 4 

6 特許庁 4 

8 日本IBM 3 

8 日本生活協同組合 3 

8 東京大学 3 

4科目以上の受講者の多い組織上位１０傑 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

 

 

4科目以上受講した者が2名：34組織 
4科目以上受講した者が1名：327組織 

 
 

順
位 

所属名称 人数 
順
位 

所属名称 人数 

1 花王 3 2 大日精化工業 2 

2 旭硝子（AGC） 2 

2 化学物質評価研究機構 2 

2 帝国石油 2 

2 特許庁 2 

10科目以上の受講者の多い組織 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

 

 

10科目以上受講した者が1名：75組織 
 
 

土木・建築 
3% 

製造業 
31% 

卸売・小売 
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第三次産業 

（卸売・小売除） 
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医療関係 

2% 

研究機関 
8% 

国公立学校 
4% 

私立学校 
6% 

公務員 
9% 

その他 
10% 

受講者の所属組織の分野別割合 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 
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順
位 

業種 
組織
数 

順
位 

業種 
組織
数 

1 
化学工業・石油製品 
（製薬含む） 

237 6 
私立の短大・大学・その他
の学校（教員・学生共に含） 

83 

2 
専門サービス・コンサルティ
ング・その他サービス業 

216 7 電気機械器具製造 75 

3 
その他 
（全31分野に含まれない） 

138 8 民間研究機関 69 

4 
卸売・小売・飲食店 
（商社・生協含） 

123 9 公的研究機関 63 

5 
その他国家・地方公務員 
（保健所等を含む非行政職） 

110 10 
国公立の小学校・中学校・ 
高等学校 

58 

受講者の所属組織の分野上位１０傑 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順
位 

業種 
組織
数 

順
位 

業種 
組織
数 

11 その他製造業 54 16 
国家・地方公務員 
（行政関係） 

43 

12 土木・建築 53 17 情報サービス・情報処理 39 

13 食料品製造 51 18 一般機械器具製造 37 

14 NGO・NPO 45 19 出版・印刷 28 

15 
医療関係 
（医師・獣医師含） 

44 20 運輸・通信 24 

受講者の所属組織の分野上位11位～20位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

順
位 

業種 
組織
数 

順
位 

業種 
組織
数 

21 金融・保険 23 27 輸送用機械器具製造 11 

21 精密機械器具製造 23 28 プラスチック・ゴム製品製造 9 

23 
私立の小学校・中学校・ 
高等学校 

20 29 金属製品 8 

24 
国公立の短大・高専・大学 
（教員・学生共に含） 

19 29 鉄鋼業 8 

25 電気・ガス・水道 17 31 非鉄金属 7 

26 窯業・土石製品製造 14 32 繊維・繊維製品 6 

受講者の所属組織の分野上位21位～32位 
－再教育講座2004～2008年度と2009～2011年度知の市場共催講座－ 

全1755組織から延べ8306名が受講：1組織あたり受講者4.7名 

172 172 172 

受講者・修了者及び科目あたり受講者・修了者の推移 
－共催・関連講座－ 
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修了者の比率の推移 
－分野別：共催・関連講座－ 
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Ⅴ．評価 

2013年度 評価委員会委員一覧（１） 

３７名←３１名 
（2012年12月時点） 

委員名（敬称略） 所属 肩書 

大川 秀郎 中国農業科学院油糧作物研究所 特聘教授（神戸大学名誉教授、早稲田大学招聘研究員） 

大川原 正明 大川原化工機 社長 

大久保 明子 住友ベークライト S-バイオ開発部 

大森亜紀 読売新聞東京本社 編集局生活情報部 記者 

梶山 千里 福岡女子大学 理事長兼学長（前日本学生支援機構、元九州大学総長） 

軽部征夫 東京工科大学 学長（東京大学名誉教授） 

河端 茂 YKK AP 商品品質センター（奨励賞受賞者) 

神田尚俊 東京農工大学 名誉教授 

北野 大 明治大学 教授 

倉田 毅 国際医療福祉大学 教授（元国立感染症研究所長） 

小出 重幸 元読売新聞編集委員   

小宮山 宏 三菱総合研究所 理事長（前東京大学総長） 

白井 克彦 放送大学学園 理事長（前早稲田大学総長） 

鈴木 基之 中央環境審議会 会長 

高橋 俊彦 ＪＳＲ 環境安全部 

田部井 豊 農業生物資源研究所 遺伝子組換え研究推進室長 

辻 篤子 朝日新聞社 論説委員 

津田 喬子 名古屋市立東部医療センター東市民病院 名誉院長 

中島 幹 綜研化学 会長 
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３７名←３１名 
（2012年12月時点） 
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中島邦雄 化学研究評価機構 理事長（政策研究大学院大学名誉教授） 

永田 裕子 みずほ情報総研 コンサルティング業務部次長 
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橋都 なほみ じほう 編集主幹 

板東 久美子 文部科学省 高等教育局長 

樋口敬一 元三菱化学   

福永忠恒 元住友化学   

日和佐 信子 雪印メグミルク 社外取締役（元消費者団体連絡会事務局長） 
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増田 和子 増田寰和堂 表具師 

三浦 千明   

溝口 忠一 化学工学会SCE・Net事務局   
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Ⅵ． 今後の展開 
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１）恒常的に教育内容の向上に努める。 
 

２）連携機関の拡充を図って開講分野を拡大し、現 

 代社会と世界動向を理解するために必要なより 

 広範で総合的な自己研鑽の機会を提供する。 
 

３）開講機関の拡充を図って全国展開をさらに進め  

 自己研鑽の機会の日常化と普遍化を推進する。 
 

４）日常的な簡素化への努力により運営の合理化
を一層進めつつさらに透明性を高め、認識の共有
化を促進して連携を強化し協働の輪を広げる。 
 

今後の課題 

206 206 206 206 

参加機関の今後の課題 
 －開講機関と連携機関の検討のために具体例－ 

１．全機関の課題 
   1) 機関の垣根を越えた協働・協力関係の構築 
   2) 自立的な活動の強化・拡充 

２．教育機関（大学・大学院）の課題 
   1) 大学・大学院の履修科目とし単位取得の対象として活用 
   2) 社会人への修士号・博士号の授与に活用 
   3) 社会人への学校教育法に基づく履修証明書の交付に活用 

恒常的な教育内容の向上 

207 

完 


